
   宮古市地域自治組織活動拠点施設支援補助金交付要綱 

令和５年３月 28日告示第 55号  

改正令和７年６月 27日告示第 113号 

 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、集会施設を維持管理する地域自治組織に対し、集会施設の維持管理

に要する経費について、予算の範囲内で補助金を交付することに関し、宮古市補助金交

付規則（平成１７年宮古市規則第６７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか必

要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に定める用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (1) 地域自治組織 宮古市協働推進条例（平成２０年宮古市条例第３１号）第２条第１

号に規定する地域自治組織をいう。 

 (2) 集会施設 次のいずれかに該当する施設をいう。 

ア 地域自治組織が会議又は集会を行うことを目的として、独自に取得し、及び管理

する施設 

イ 地域自治組織が会議又は集会を行うことを目的として、１年以上賃貸借契約を締

結して利用する施設 

 （補助金の交付対象経費及び補助額） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、集会施設に係る

電気料、水道料、燃料代及び修繕料とする。 

２ 補助金の額は、１月から１２月までの１年間に支払った対象経費の合計額（その額が

１５万円を超えるときは、１５万円）とする。 

３ 前項の補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるもの

とする。 

 （補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする地域自治組織の代表者（以下「申請者」という。）

は、市長が指定する日までに宮古市地域自治組織活動拠点施設支援補助金交付申請書（様

式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければな

らない。 

 (1) 宮古市地域自治組織活動拠点施設維持管理費報告書（様式第２号） 

 (2) 地域自治組織のあて名が記載された対象経費の領収書の写し 

 (3) 第２条第２号イに該当する集会施設にあっては、当該集会施設に係る賃貸借契約書

の写し 

(4) 市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補

助金の交付を決定したときは宮古市地域自治組織活動拠点施設支援補助金交付決定通知

書（様式第３号）により、不交付の決定をしたときは宮古市地域自治組織活動拠点施設



支援補助金不交付決定通知書（様式第４号）により、その旨を申請者に通知するものと

する。 

 （申請の取下げ期日） 

第６条 規則第８条に規定する申請の取下げ期日は、補助金の交付決定の通知を受領した

日から起算して１５日以内とする。 

 （補助金の請求） 

第７条 規則第１６条本文の規定による請求は、宮古市地域自治組織活動拠点施設支援補

助金交付請求書（様式第５号）によるものとする。 

 （補則） 

第８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この告示は、令和７年６月２７日から施行し、この告示による改正後の宮古市地域自治

組織活動拠点施設支援補助金交付要綱の規定は、令和７年１月１日以後の経費に係る補

助金について適用する。 

 


